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公設民営学校の設置に伴う関係例規の改正について（依頼）


教育庁では、大阪府と大阪市における高等学校の運営について、広域自治体である府に一元化することにより、人事や学校配置などの面で、広域的な視点から効率的かつ効果的な学校運営が可能となり、多様な課程や学科を備える高等学校における教育の充実を図ることができることから、令和４年度当初に、大阪市立咲くやこの花中学校及び大阪市立水都国際中学校の２校並びに大阪市立高等学校22校を大阪府に移管するための「大阪府立学校条例を一部改正する条例」を令和２年９月議会に追加上程し、議案可決となりました。
その後、移管される大阪市立水都国際中学校・高等学校は、国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の３に規定される公立国際教育学校等管理事業（以下「公設民営学校」という。）を活用した学校となることから、府において新たな公設民営学校を設置するため、令和３年２月議会に「指定公立国際教育学校等管理法人による大阪府立学校の管理に関する条例」を上程し、議案可決となり、令和３年３月29日に公布されたところです。
公設民営学校については、国家戦略特別区域において学校教育法（昭和22年法律第26号）の特例として、公立学校の管理を非営利法人に行わせることができる制度であり、地方自治法（昭和22年法律第67号）に基づく指定管理者制度に準じた制度となっています。
このため、今後、指定管理者と同様に取扱うこととするための関係例規の規定整備等を、令和４年１月までに行う必要があります。
つきましては、改正対象の条例等を遺漏なく把握するため、別紙の「公設民営学校の設置に伴う関係例規の改正の要否について」に記載の要領により、貴部局等所管の条例及び規則等の改正の要否についてご確認いただき、改正を要する場合は、別添調査票を作成の上、下記担当連絡先あて電子メールにてご回答をお願いします。
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